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特別養護老人ホーム大野北誠心園 運営規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、社会福祉法人三光会が開設する特別養護老人ホーム大野北誠心園が行う 

指定介護老人福祉事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために、重要

事項を定めたものである。 

（事業の目的） 

第２条 入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、

食事等の介護、社会生活上の便宜の提供、その他日常生活上の世話、機能訓練、健康  

管理及び療養上の世話など、各種施設サービスを行うことを目的とする。 

（運営の方針） 

第３条 入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立った施設サービスの提供に  

努める。 

（事業所の名称等） 

第４条 事業を行う事業所の名称、所在地は、次のとおりとする。 

（１）名 称  特別養護老人ホーム 大野北誠心園 

（２）所在地  神奈川県相模原市中央区東淵野辺５丁目２４番１３号 

（従業員の職種と員数） 

第５条 事業に従事する職種と実員数は次のとおりとする。（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

  １ 施設長（管理者） １名      ６ 栄養士又は管理栄養士  １名以上 

  ２ 医師（非常勤）  ２名      ７ 介護支援専門員     ２名以上 

  ３ 生活相談員    ２名以上    ８ 事務員          適当数 

  ４ 介護員       ４４名以上      ９ 機能訓練指導員     １名以上   

  ５ 看護員      ３名以上          

（職種別職務内容） 

第６条 職種による職務は次のとおりとする。 

  （１）管理者は、運営方針に従い自らの判断と責任により、事業組織の指示、指導を行い   

管理統括する。 

  （２）医師は、入所者の診療、健康管理及び保健衛生指導に従事する。 

  （３）生活相談員は、入所者の心身の状況等を的確に把握し、適切な援助を行う。 

  （４）介護員は、入所者の心身の状況等を的確に把握し、適切な介助を行う。 

  （５）看護員は、健康チェック等を行うことにより入所者の健康状態を的確に把握すると  

ともに、診療の補助及び看護ならびに保健衛生の業務に従事する。 

  （６）栄養士は、献立の作成、栄養量の計算及び給食記録ならびに調理に関する業務ならび

に入所者の栄養指導に従事する。 

（７）介護支援専門員は、入所者のサービス計画原案の作成と入所者への計画の説明、   

サービス実施状況の把握と状況に応じたサービス計画の変更等、施設サービスに  

関する業務に従事する。 

  （８）事務員は、庶務及び会計の事務に従事する。 
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（9）機能訓練指導員は、入所者が日常の生活を営むのみ必要な機能を改善し、または、その    

   減退を防止するための訓練を行う。 

（入所定員） 

第７条 当該事業の定員は１ユニット各１０名の１3 ユニットで 130 名とする。 

（施設サービスの内容及び利用料） 

第８条 施設サービスは、介護保険給付サービスおよび介護保険給付外サービスとする。尚、  

介護保険給付サービスは、介護保険関係法令に基づきサービスを行い、利用料は介護 

報酬告示上の額とする。 

  2 介護保険基準サービスは次のとおりとする。 

（１）入浴、排泄、食事摂取、衣類の着脱等の介護、その他日常生活上の援助 

（２）食事の提供 

（３）健康管理・療養上の援助及び機能訓練指導 

（４）教養・娯楽設備の提供及びレクリエーション 

（５）相談及び援助 

（６）行政手続きの代行 

3 介護保険基準外サービス及び利用料は次のとおりとする。 

（１）食事調理費・食材料費               1,690 円／日 

（２）居住費（個室のみ）・水道光熱費  ユニット型個室 2,230 円／日 

（３）個人の嗜好・習慣による家電製品の持ち込みに係る電気代 別紙参照 

（４）理美容サービス                   実費での負担 

（５）財産の保全・管理サービス              500 円／月 

（６）日用品等                     実費での負担 

（７）上記以外で入所者が必要としたサービスや、上記サービスで追加料金が必要な場合は、 

入所者及び家族と相談の上、同意を得た額とする。 

４  第 3 項(1)－(2)号については、入所者の利用者負担段階に応じた負担限度額を徴収  

するものとする。 

（施設利用に当たっての留意事項） 

第９条 入所者及び入所者の家族（以下、「入所者等」とする。）は、正当な理由なしにサービス

の利用に関する指示を拒んだり、施設の規律を乱してはならない。 

２ 当施設は、介護保険法に基づきサービス提供しており、サービス提供範囲を超えた    

サービスは出来ないものとする。 

  ３ 入所者等は、他の入所者または職員に対してのハラスメント行為を固く禁止する。    

暴言・威嚇・執拗な面談要求、身体的暴力、精神的暴力、セクハラ行為、過度なクレーム

等により悪質性が認められた場合は警察に応援要請を行い、被害状況によっては入所者等

に弁償を求めるものとする。 

  ４ 施設は、嘱託医（配置医師）による診察（嘱託医が診察しない科については当施設の    

往診協力医）を行い、診察内容は生活相談員が入所者等に説明を行う。 

５ 入所者等は故意または過失によって施設の設備等に損害を与えた時は、その損害を弁償

させまたは原状に回復させることができる。 

６ 施設長は、入所者等が決められた規律に従わなかったり、禁止行為を行ったりして共同 
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生活の秩序を乱すことがあった場合においては、適切な指示・指導を行い、さらに従わ   

ないときは、退所させることができる。 

（非常災害対策及び災害発生時の対応） 

第１０条 天災、感染症その他の災害が発生した場合は、従業員は入所者の避難等適切な措置を

講ずる。また、管理者は、日常的に具体的な対処方法、避難経路及び地域・協力機関等

との連携方法を確認し、災害発生時には避難等の指揮をとる。 

   ２ 事業者は、その他緊急の事態に備え、執るべき措置について事業継続計画を策定し、

職員及び利用者に周知徹底を図るため、定期的に研修及び訓練を実施する。 

   ３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて変更を行う。 

（緊急時の対応方法） 

第 11 条 入所者は、身体の状況の急激な変化等で緊急に職員の対応を必要とする状態になった

時は、昼夜を問わず 24 時間いつでもナースコール等で職員の対応を求めることが    

できる。 

   ２ 職員は、ナースコール等で入所者から緊急の対応要請があった時は、状況の確認を  

して看護師から嘱託医へ相談を行い適切な対応を行う。夜間は相談員から嘱託医へ連絡。 

   ３ 職員は、入所者の病状の急変、その他緊急事態が生じ、速やかに主治医への連絡等が

困難な場合は、医療機関への緊急搬送等必要な措置を講ずる。 

（事故対策及び発生時の対応） 

第 12 条 施設は、事故の発生または再発を防止するため、事故防止の指針の整備や発生時対応

マニュアルの作成、委員会の定期開催と研修会の実施をする。 

２ 入所者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、入所

者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

   ３ 事故発生状況において、賠償すべき事故である場合には速やかに損害賠償を行うもの

とする。 

（感染症対策及び感染症発生時の対応） 

第 13 条 施設は感染症の予防及びまん延を防止するため、以下の措置を行う。 

（１）感染症対策委員会の設置 

  （２）感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備 

  （３）感染症の予防及びまん延防止のための従業者に対する研修の実施 

   ２ 入居者に対するサービスの提供により感染症が発生した場合には速やかに市町村、 

入所者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずるものとする。 

（入所者の入院期間中の取扱い） 

第 14 条 入所者が病院等に入院し、入院後３ヶ月以内に退院することが明らかな場合は、入所

者等を勘案し、退院後再入所できるようにする。 

（掲示） 

第 15 条 運営規程の概要、従業員の勤務体制、協力医療機関、利用料その他重要事項を見や    

すい場所に掲示する。 

（秘密保持） 

第 16 条 従業員は、業務上知りえた入所者等の秘密を漏らしてはならない。 

     ２  従業員であったものが、業務上知り得た入所者等の内情を漏らすことのないよう、  
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必要な措置を講ずる。 

（身上変更の届出） 

第 17 条 入所者は、身上に関する重要な変更が生じたときは速やかに管理者に届け出なければ 

いけない。 

（施設サービスと費用の説明） 

第 18 条 施設サービスの内容及び費用については、あらかじめ入所者又は家族に説明を行い、

同意を得なければならない。 

（禁止行為） 

第 19 条 入所者等は、施設内で次の行為をしてはならない。 

① 管理者が定めた場所と時間以外で喫煙又は飲酒すること。 

② 指定された場所以外で火気を用い、または自炊すること。 

③ けんか、口論、泥酔など他人に迷惑をかけること。 

④ その他管理者が定めたこと。 

（苦情処理） 

第 20 条 入所者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、受付窓口の設置、担当者

の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、入所者等への説明、記録の整備その他必要

な措置を講じる。 

（身体拘束を行う際の手続き等） 

第 21 条 緊急やむを得ないと施設全体で判断した場合は下記の手続きを経て身体拘束を実施 

する。 

① 身体拘束廃止委員会において次の三つの要件を全て満たす状態で、「やむを得ない 

場合」であることが判断された場合は、施設長の指示に基づき下記の手続きに移る。 

●切迫性：利用者の本人、又は他の利用者等の生命、又は身体が危険にさらされる   

可能性が著しく高いこと 

●非代替性：身体拘束その他の行動制限をおこなう以外に、代替えする介護方法が  

ないこと 

●一時性：身体拘束その他の行動制限が、一時的なものであること 

② 入所者、家族への説明 

ア 本人が意思疎通出来る場合はご本人の承諾を得る。 

イ 本人が意思疎通できない場合はご家族の了承を得る。 

ウ 本人、御家族、又は代理人等に連絡し面接し、「緊急やむを得ない身体拘束に     

  関する説明書」（以下「説明書」という。）に基づいて生活相談員、担当介護職員が 

詳細な説明をおこなう。  

エ 本人、または御家族等の十分な理解と同意を得た上で説明書に署名捺印を求める。 

③ 記録 

やむを得ず身体拘束を行う場合は様態、時間、心身の状況等を「身体拘束に関する  

記録票」に記録する。 

④ カンファレンス 

身体的拘束・行動制限が行われている場合は、解除することを目標に、身体拘束廃止  

委員会において継続的にカンファレンスを行い、検討する。 
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（虐待防止に関する事項） 

第 22 条 施設は、利用者に人権の擁護・虐待等の防止のための次の措置を講ずるものとする。 

   （１）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施  

   （２）入所者等からの苦情に対する処理体制の構築 

   （３）虐待防止のための指針の整備 

   （４）虐待防止検討委員会の設置 

   （５）虐待防止対策担当者の選定 

   （６）その他虐待防止のために必要な措置 

   ２ 施設は、サービス提供中に職員又は養護者（高齢者を現に養護するものであって職員

以外のもの）による虐待を受けたと思われる入所者を発見した場合は、速やかにこれ

を市町村に通報するものとする。 

（入所） 

第 23 条 入所は原則的に要介護３以上の方ができ、要介護１または２の方は入所すべきと判断

した場合は市町村との事前協議に基づき特例的に入所契約を締結できるものとする。 

   ２ 入所申込者が介護サービスを受ける必要性が高いと認められる方を優先的に入所  

させるように努める。 

３ 施設は、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ居宅

において介護を受けることが困難な方に対しサービスを提供するものとする。 

４ 施設は、入所者の心身の状況、病状、環境など照らし合わせて、居宅において生活を         

営むことが可能か定期的に検討し内容を記録するものとする。 

   ５ 前項の検討に当たっては、施設長、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援    

専門員、栄養士等の職員で協議するものとする。 

（退所） 

第 24 条 施設は、入所者に次の事由が生じた場合は、入所者またはその家族等に対し、７日間

の期間を定め、その理由を付して契約の解除について予告するものとする。 

① 入所者が入院し、明らかに３ヶ月以上入院することが見込まれる場合。 

② 入所者の行動が施設の目的及び運営方針に著しく反する場合 

③ 入所者が負担すべき費用を３ヶ月間滞納した時。 

④ 要介護認定の更新において、自立又は要支援と認定された場合 

⑤ 要介護認定の更新において、要介護１又は２と認定され、特例入所の要件に該当  

しない時 

⑤ 入所者が死亡した場合 

⓺ その他、施設サービスが適切に提供できない事由が起きた場合等、施設から契約解除

の通告があり７日間の期間が経過した場合 

⑦ 他の介護保険施設に入居が決まり、その受入れが出来る状態となった時。 

⑧ 第９条第６項に当てはまり、退所させる場合 

（入所者に関する市町村への通知） 

第 25 条 施設は、入所者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付して  

その旨を市町村に通知するものとする。 
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①  正当な理由なしに施設サービス利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態    

の程度を悪化させたと認めたとき。 

②  偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、または受けようとしたとき。 

（テクノロジーの活用） 

第 26 条 職員不足や負担軽減などの目的で、テクノロジーを利用した以下の機器の複数導入を

今後検討していく。 

①  入所者全員に見守り器機を使用 

②  職員全員がインカムを使用 

③  介護記録ソフト、スマートフォン等ＩＣＴを使用 

④  移乗支援機器を使用 

２ 見守り器機等の導入し、ＩＣＴ活用するとともに職員の負担軽減や職員毎の効率化の

バラツキに配慮し、安全体制やケアの質を確保に努める。 

３ 職員に対するテクノロジー活用に関する教育の実施、機器の不具合の定期チェックの

実施、見守り機器導入後は現場職員の意見が反映されるように多職種の職員が参画する

委員会において、安全体制やケアの確保、職員の負担軽減が図られているか評価する。 

（サービス提供の記録） 

第 27 条 施設は、入所に際しては入所の年月日並びに入所している介護保険施設の種類及び 

名称を、退所に際しては退所の年月日を当該者の被保険者証に記載するものとする。 

   ２ 施設は、サービスを提供した際には、提供した具体的なサービス内容等を記録する 

ものとする。 

（記録の整備） 

第 28 条 施設は従業者、整備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 施設は、入所者に対するサービスの提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、 

その完結の日から 5 年間保存しなければならない。 

①  施設サービス計画 

②  第 27 条第 2 項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

③  第 21 条に規定する身体拘束等に関する記録で、緊急やむを得ない理由の記録並びに

入居者の心身の状況等の記録 

④  第 10 条に規定する非常災害時に市への通知に係る記録 

⑤  第 20 条に規定する苦情に関する記録 

⑥  第 12 条に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録 

（暴力団など反社会勢力について） 

第２９条 施設は、運営について相模原市暴力団排除条例に従い、暴力団に属する者等からの  

支配的な影響を受けないものとする。 

（ハラスメントの防止） 

第３０条 施設は、職場におけるハラスメントの防止のための雇用管理上の措置を以下のように

講じる。なお、職場におけるハラスメントには利用者等からのハラスメントも含まれる

ことに 留意する。 

  （１）職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない

旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発する。 
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  （２）相談に対応する担当者をあらかじめ定め、従業者に周知する。 

（その他） 

第３１条 職員の資質向上を図るため、次のとおり研修を実施する。 

  （１）採用時研修   採用後１ヶ月以内に実施する。 

 （２）継続研修    年２回以上実施する。 

   （３）初任者研修   介護職員は、採用後 1 年以内に初任者研修を受講し修了する。 

  （４）認知症介護基礎研修 無資格者については、認知症介護基礎研修を受講し、認知症の

理解を深める。 

   ２  この規程に定めなき事項については､関係法令の趣旨を尊重して､利用者と事業者の

協議により定める。   

 

附  則 

  この規程は、平成２６年１２月１日から施行する。 

        平成２９年４月１日から施行する。 

        平成３０年８月１日から施行する。 

        令和元年１０月１日から施行する。 

        令和元年１２月１日から施行する。 

        令和２年 9 月１日から施行する。 

        令和３年 4 月１日から施行する。 

        令和３年 8 月１日から施行する。 

        令和４年１０月１日から施行する。 

        令和５年 ４月１日から施行する。 

                令和６年 4 月１日から施行する。 

        令和６年 ６月１日から施行する。 

        令和６年 8 月１日から施行する。 

        令和７年 １月１日から施行する。 

        令和８年 ６月１日から施行する。 

        令和８年 ８月１日から施行する。 
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【契約書別紙】 

 

◎介護保険基準サービスの料金(概算)◎                令和８年 6 月 1 日改定 

 

《料  金  表》            （ 日 額 ） 

 

                    1 単位＝10.54 円（相模原市：4 級地） 

 居室形態 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

1.ご契約者の要介護度とサービス

利用料金 

ユニット型

個   室 
670 単位 740 単位 815 単位 886 単位 955 単位 

2.夜勤職員配置加算(Ⅱ) 18 単位 

3.看護体制加算(Ⅰ) 4 単位 

4.看護体制加算(Ⅱ) 8 単位 

5.精神科医療養指導加算 5 単位 

6.日常生活継続支援加算 46 単位 

7.介護職員等処遇改善加算 所定単位数の 176/1000 

9.合計単位数 
ユニット型

個   室 
1051 単位 1134単位 1221単位 1305 単位 1387 単位                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

介護負担割合１割 

サービス利用に係る自己負担額 

ユニット型

個   室 
1,108 円 1,195 円 1,287 円 1,375 円 1,462 円 

介護負担割合２割 

サービス利用に係る自己負担額 

ユニット型

個   室 
2,216 円 2390 円 2,574 円 2,751 円 2,924 円 

介護負担割合３割 

サービス利用に係る自己負担額 

ユニット型

個   室 
3,187 円 3,586 円 3,861 円 4,126 円 4,386 円 

■介護保険からの給付額に変更があった場合は、変更された額に合わせて、ご契約者の負担額も 

変更します。 

 

■上記のほか、必要に応じた加算・個別に同意を得た方への加算として次のものがあります。 

 

◆福祉施設外泊時費用【 日  額 】 

ご契約者が、６日以内の短期入院又は外泊をされた場合 

 

◆初期加算【 日  額 】 

ご契約者が、入居された日より 30 日間についてお支払いいただく利用料金。 

※施設に不在(入院等)の期間が30日を超過後、施設に再入居される際にも同様となります。 

 

 

 

 

サービス利用料金 2,582 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 2,324 円 

自己負担額 258 円 

サービス利用料金 316 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 284 円 

自己負担額 32 円 
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  ◆安全対策体制加算【 入居時 】 

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全  

対策を実施する体制が整備されている。事故の発生または再発防止するための措置が講じ 

ている場合 ＊未実施の場合は 5 単位/日減算もある 

 

◆療養食加算【 日  額 】 

福祉施設療養食加算 4 医師の発行する食事せんに基づき適用された適切な栄養量及び 

内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、高脂血症食、

痛風食及び特別な場合の検査食を提供した場合 

 

◆栄養マネジメント強化加算 【 日  額 】 

常勤の管理栄養士 1 名以上の配置し、栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活

を営むことができるように各入居者の状態に応じた栄養管理を計画的に行う。入居者ごと

の栄養状態などの情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当該

情報を適切かつ有効な実施のために活用している場合 

サービス利用料金 116 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 104 円 

自己負担額 12 円 

 

◆経口移行加算【 日  額 】 

経管栄養を実施している入居者に対し、医師の指示に基づき多職種が協働して、入居者 

ごとに栄養ケア計画を作成し、当該計画に基づき栄養管理を行った場合 

 

◆経口維持加算(Ⅰ) 【 月  額 】 

  著しい摂食機能障害を有し、検査等により誤嚥が認められる入居者に対し、医師又は歯科

医師の指示に基づき多職種協働で経口維持計画を作成し、当該計画に基づき特別な管理を

行った場合 

サービス利用料金 211 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 190 円 

自己負担額 21 円 

サービス利用料金 190 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 171 円 

自己負担額 19 円 

サービス利用料金 295 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 265 円 

自己負担額 30 円 

サービス利用料金 4,216 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 3,794 円 

自己負担額 422 円 
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◆経口維持加算(Ⅱ) 【 月  額 】 

  摂食機能障害を有し、検査等により誤嚥が認められる入居者に対し、医師又は歯科医師の

指示に基づき多職種協働で経口維持計画を作成し、当該計画に基づき特別な管理を行った

場合 

 

◆口腔衛生管理加算(Ⅰ) 【 月  額 】 

  歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該入居者に係る口腔ケアについて介護職員へ 

具体的な技術的助言及び指導を行い、当該入居者の口腔に関する相談等に必要に応じ対応

した場合 

サービス利用料金 949 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 854 円 

自己負担額 95 円 

 

◆口腔衛生管理加算(Ⅱ) 【 月  額 】 

  口腔衛生管理加算(Ⅰ)の要件に加え、口腔衛生等の管理に係る計画等の情報を厚生労働省

に提出し、口腔衛生等の管理実施に当たって、当該情報その他口腔衛生等の管理の適切 

かつ有効な実施のため必要な情報を活用している場合 

サービス利用料金 1159 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 1043 円 

自己負担額 116 円 

 

◆再入所時栄養連携加算 【 １ 回 】 

 入居されている方が医療機関に入院し、施設入居時とは大きく異なる栄養管理が必要に 

なった場合について、施設の管理栄養士が当該医療機関の管理栄養士と連携して、再入居

後の栄養管理に関する調整を行った場合 

サービス利用料金 2,108 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 1,897 円 

自己負担額 213 円 

 

◆褥瘡マネジメント加算(Ⅰ) 【 日 額 】 

入居されている方の褥瘡発生を予防するため、褥瘡の発生と関連の強い項目について、 

定期的な評価を実施し、少なくても 3 か月に１回評価し、その結果に基づき計画的に管理

することに対し新たな評価を行った場合 

サービス利用料金 32 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 29 円 

自己負担額 3 円 

サービス利用料金 1,054 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 949 円 

自己負担額 105 円 
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◆褥瘡マネジメント加算(Ⅱ) 【 月  額 】 

褥瘡マネジメント(Ⅰ)の要件を満たしている施設などに置いて、施設入居時等の評価、  

褥瘡が発生するリスクがあるとされた入居者等について、褥瘡の発生がない場合 

サービス利用料金 137 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 123 円 

自己負担額 14 円 

 

◆排せつ支援加算(Ⅰ) 【 月  額 】 

排泄障害等のため、排泄に介護を要する方に対して他職種が協働して支援計画を作成し、

その計画に基づき支援をし、厚生労働省に情報提供した場合 

サービス利用料金 105 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 94 円 

自己負担額 11 円 

＊排せつ支援加算の算定用件を満たし、要介護状態の軽減が見込まれる。または排せつ状況 

 の改善し悪化がなく、おむつ使用から使用無しに改善した場合は、排せつ支援加算(Ⅱ)も 

 しくは(Ⅲ)が対象となる場合があります。 

  

◆配置医師緊急時体制加算 【 1 回   早朝：6 時～8 時、夜間：18 時～22 時 】 

施設の配置医師が施設の求めに応じ、早朝・夜間に施設に訪問し入居者の診療を行った 

場合 

サービス利用料金 6,851 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 6,166 円 

自己負担額 685 円 

 

◆配置医師緊急時体制加算 【 1 回   深夜：22 時～6 時 】 

施設の配置医師が施設の求めに応じ、深夜に施設に訪問し入居者の診療を行った場合 

サービス利用料金 13,702 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 12,332 円 

自己負担額 1,370 円 

 

◆看取り介護加算（Ⅱ） 

施設で複数の医師を配置するなどの体制を整備し、さらに看取り介護を行った場合 

【 死亡日より、45 日～31 日前 】 

サービス利用料金  759 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 683 円 

自己負担額 76 円 
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【 死亡日より、30 日～4 日前 】 

サービス利用料金 1,518 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 1,366 円 

自己負担額 152 円 

 

【 死亡日より、3 日～２日前 】 

サービス利用料金 8,221 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 7,399 円 

自己負担額 822 円 

 

【 死亡日、当日 】 

サービス利用料金 16,653 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 14,988 円 

自己負担額 1,665 円 

 

◆個別機能訓練加算【 １  日 】 

機能訓練指導員を配置し、看護・介護職員等と共同して個別の機能訓練計画を作成・実施

した場合 

サービス利用料金 126 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 113 円 

自己負担額 13 円 

 

◆自立支援促進加算【 月 額 】 

 入居者の尊厳の保持、自立支援・重度化防止の推進、廃用や寝たきり防止の観点から、    

 医師の関与の下、ケア計画の策定と定期的な評価を行った場合 

サービス利用料金 3162 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 2846 円 

自己負担額 316 円 

 

◆科学的介護推進体制加算(Ⅰ) 【 月 額 】 

厚生労働省は、科学的介護データベース「LIFE」の収集項目の各領域〔総論（ADL） 

栄養、口腔・嚥下、認知症〕について、事業所のすべての利用者に係るデータの情報を   

蓄積し、それを分析してフィードバックを受け、それに基づき事業所の特性やケアの  

在り方等を検証しケアプランなどに反映、事業所単位での PDCA サイクルの促進・ケア

の質の向上の取り組みを評価する加算として創設される。 

サービス利用料金 422 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 380 円 

自己負担額 42 円 
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＊(Ⅰ)の要件を満たし、その際、詳細な既往歴や服薬情報、家族の情報などより精度の高い

フィードバックを受けることができる項目を提出・活用した場合には、更なる評価（Ⅱ）

をおこなう場合がある。 

   

◆ADL 維持等加算(Ⅰ) 

バーセル・インデックス（食事、移乗（車椅子・ベット間）、整容、トイレ動作、入浴、

歩行、階段昇降、着替え、排便、排尿の 10 つの生活動作を 100 点満点で採点するもの

です）を適切に評価できる者が ADL 値を測定し、測定した日が属する月ごとに厚生   

労働省に提出している。 

サービス利用料金 316 円 

（上記利用料金の内）介護保険から給付される金額 284 円 

自己負担額 32 円 

＊(Ⅰ)の要件を満たし、評価対象利用者等の調整済 ADL 利得を平均して得た値が 2 以上で 

ある場合は加算(Ⅱ)となる。 

  

     ◆介護職員等処遇改善加算Ⅰロ【 月  額  所定単位数の 17.6％ 】 

      福祉・介護職員の人材確保を更に推し進め、障害福祉の現場で働く方々にとって。令和年

度に 2.5％、令和 7 年度に 2.0％のベースアップへとつながるよう、令和 6 年 6 月以降、

処遇改善にかかる加算の一本化（介護職員処遇改善加算、特定処遇加算、介護職員等ベー

スアップ支援加算）と、加算率の引き上げが行われた。令和 8 年 6 月以降、処遇改善の見

直しあり、今回から、処遇改善加算の対象について、介護職員のみから介護従事者に拡大

する（加算率の引上げ）。 
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◎介護保険基準外サービスの料金◎                  令和８年８月 1 日改定 

《料  金  表》             （ 日 額 ） 

■食事に係る自己負担額、居住費・水道光熱費は利用者負担段階によって異なります。 

☆上記の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明した上で、支払いに  

同意する旨の文書に署名（記名捺印）を受けることとします。 

☆個人の趣味・嗜好に係る電気代 

 ■家電製品を居室内にお持込いただいた場合、その使用の有無や頻度に係らずその電気料金をお支払

いいただきます。 

【 月 額 】 

・液晶テレビ（32 型以上）  400 円             ・加湿器   400 円 

・液晶テレビ（28 型以上）  250 円             ・電気毛布  100 円 

・液晶テレビ（21 型以上）  150 円             ・その他 実費相当分 

・液晶テレビ（14 型以上）  100 円 

※家電製品につきましては、変更などがございましたら速やかにお申し出ください。 

※扇風機等は、季節・使用頻度を考慮してご請求させていただきます。 

※冷蔵庫や電子レンジ、炊飯器等の食品調理機器、また石油ストーブやファンヒーター類、アイロン等

につきましては衛生・防火管理上、原則的にお持込をお断り致します。 

※その他、日常生活上必要な諸費用 

 ご契約者個人の日常生活に要する費用は、ご契約者の負担となります。 

 ☆おむつ代は、介護保険給付対象物です。 

サービス区分 利用料金 

①食事に係る自己負担額 

(調理費・材料費) 

利用者負担段階 負担限度額 

第一段階 ３００円 

第二段階 ３９０円 

第三段階① ６８０円 

第三段階② １,４２０円 

第四段階 １,８００円 

②居住費※ 利用者負担段階 居室の別 負担限度額 

第一段階 

ユニット型個室 

８８０円 

第二段階 ８８０円 

第三段階① １,３７０円 

第三段階② １,４７０円 

第四段階 ２,２３０円 

③通信料 電話・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの引きこみに係る費用、基本料金、通話・通信料（実費） 

④理美容 実費 2,000 円 ＊顔剃り 1,500 円 

⑤財産の保全と管理 月額 500 円   

⑥外泊時・入院時等の居室料 

(居室の確保を希望される場合) 

外泊時・入院時等ご契約者が不在の場合は、負担段階にあわせて上記 

居室料をご負担いただきます。 

上記以外でご契約者が必要としたサービスは、同意を得た金額とします。 


